
   

 
 
 
 

 

１．改正内容                         

（１）新たな手続きの追加 

①大規模土地取引時の取引行為の届出を新設 

既存の工場や山林等から別の用途に土地利用転換することは、周辺環境に大きく影響を与えること

から、市ができるだけ早期に情報を把握し、土地取引を行う前に市で定める街づくりの方針等を土地

所有者に伝え、取引後に適正に土地利用が図られるようにするため、大規模な土地取引を行う際は取

引前に市に届出をすることを規定します。 
 

【届出対象】土地面積 5,000 ㎡以上の土地取引（所有権、地上権若しくは賃借権又はこれらの権利の取

得を目的とする権利の移転又は設定で対価を得て行われるものに限る。） 

      親族間で行う対価を得ないで行われる使用貸借の設定等の場合は届出不要となります。 

【届 出 者】権利を移転又は設定する者 

【届出時期】契約締結の６か月前まで(相続などにより、早急に契約する必要がある場合は３か月前） 

【届出内容】譲渡人、譲受人、契約態様、取引理由、契約予定時期、主な土地利用目的等 

【手続内容】 

   土 地 所 有 者 市 

  

       
②大規模開発事業を行う際の新たな手続を新設（大規模土地利用構想の届出等） 

新たな土地利用構想に対する市の考えや要望等を具体的な計画が固まる前の段階で事業者等に伝

え、また開発事業の予定があることを早期に住民等に周知することより、周辺環境との調和や計画

的な土地利用の誘導を図るとともに、その後の開発事業条例に基づく手続をより円滑に進めるため、

大規模開発事業を行う際は現在の「大和市開発事業の手続及び基準に関する条例」（以下、「開発条

例」）の手続前に新たな手続を設けます。 
 

【対象事業】事業面積 5,000 ㎡以上の開発行為・建築行為 

ただし、既存の建築物の延べ床面積の以下（既存建物が複数ある場合については合計）の

規模の増築や用途変更については対象外となります。また、その他開発条例の対象外とな

る以下の事業についても適用除外となります。 

(1) 法に基づく都市計画事業 

(2) 土地区画整理法に基づく土地区画整理事業 

(3) 建築基準法第 85 条に規定する仮設建築物の建築 

(4) 自己の居住の用に供する一戸建ての住宅の建築 

(5) 災害対策のために必要な応急措置として行う開発事業 

【届出時期】開発事業条例の事前届提出前かつ計画の変更が可能な時期 

【届出内容】予定建築物の用途及び規模、土地利用の方針、公共・公益的施設の整備方針、周辺環境及

び景観の保全の方針等 

 【提出書類】案内図、公図の写し、登記事項証明、現況図、土地利用方針図、公共施設及び公益的施設

整備方針、周辺住民等の特定に関する図書等 

 

 事業者 市 住 民 等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

※1 近隣団体:開発事業区域を活動範囲に包含する団体で、自治会 、大和市みんなの街づくり条例第 10 条により認定

された地区街づくり協議会、その他市長が必要ともとめたもの。 

※2 大規模土地利用構想に対する意見書は、周辺住民に限らず市民であれば提出することができます。 

大和市開発事業の手続及び基準に関する条例の一部改正について  

標  識  設  置 

回 答 書 の 提 出 

指 導 ・ 助 言

大規模開発事業 手 続 完 了 

【対象住民等】 
開発区域から50ｍの土地所有者, 
建物所有者及び占有者,開発事業 
区域を活動範囲に包含する近隣 
団体 

事前届の前に大規模開発事業の手続完了が必要 

※個別訪問不要 
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事  前  届 

標 識 設 置 

近 隣 説 明 

近隣説明報告書・協議書の提出 

 

各 課 意 見 

【対象住民等】 
開発区域から10ｍ又は建物高さの２倍 
かつ日影(8～16時)の範囲の土地所有者, 
建物所有者及び占有者, 開発事業区域を 
活動範囲と包含する近隣団体 
 

適  合  証  

意見書の受理・写しの送付 

 

公  告 ・ 縦  覧 
周辺住民説明会報告書 

ｃ

ｃ

ｃ

事業者へ送付 

 

意見書に対する 

指導・助言に対する 

個 別 説 明  
又は説明会 

説明会開催日の翌日から 7 日以内  

手 続 完 了 

縦覧 30日間

各 課 協 議 

手続完了通知の交付

周辺住民説明会 

見 解 書 の 提 出 

周辺住民説明会の報告書の提出 

計画の変更 

意見・要望 

説明 

大規模土地利用構想の届出 
 

公  告 ・ 縦  覧 

(個別訪問ではなく説明会を義務付け) 

 

周辺住民に対する説明会開催  

 

 
 

助  言 大 規 模 土 地 取 引 行 為 の 届 出 

  
土地所有者は大和市から助言を受けた場合には、助言の内容

を土地の権利を取得（予約を含む）しようとする者に対し伝

えなければなりません。 

 

必要に応じて土地利用方針や周辺利
用状況に基づき、土地利用に関する助
言を行います。 

閲 覧 

周知 

閲 覧 
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公  告 ・ 縦  覧 
意見書に対する見解書 

閲 覧 

縦覧 14日間

縦覧 14日間

回 答 書 の 確 認  

再度指導・助言が必要な場合 

変 更 承 認 

大規模土地利用構想の公告日から周辺 

助言 

届出 

大規模土地利用構想の届出 

住民説明会報告書の縦覧終了まで 
 

計画概要・説明会開催 

計画概要 

周知 
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【第20 条】 

【第20・22 条】 

【第22 条】 

【第23 条】 

【第25 条】 【第25 条】 

【第8 条】 



（２）現行の条例における整備基準等の改正 

①保育施設の設置及び収容能力に関する協議対象を拡大します。 

協議対象：計画住戸数 500 戸 → 200 戸 
 

②学校の収容能力に関する協議対象を拡大します。 

協議対象：計画住戸数 500 戸 → 200 戸 
 

③防災備蓄倉庫の設置に関する協議規定を設けます。 

  協議対象：計画住戸数が 50 戸以上の共同住宅等 
 

④共同住宅等の駐車施設基準の見直しを行います。 

a.居住者用駐車施設の整備基準を緩和 

近年の公共交通機関の充実や世帯における車保有率の減少等により、事業者に過度な負担となる

ことなく実情に見合ったものとするため、駐車施設の設置率等について見直しを行います。 
 

◇現基準 

用途地域 商業・近隣商業地域以外の地域 商業・近隣商業 

20 戸未満 戸数の 1/2(50%) 戸数の 1/4(25%) 

20 以上 100 戸未満 戸数の 2/3(66.6%) 戸数の 1/3(33.3%) 

100 以上 300 戸未満 戸数の 3/4(75%) 戸数の 3/8(37.5%) 

300 戸以上 戸数の 4/5(80%) 戸数の 2/5(40%) 
 

◆新基準 

用途地域 商業・近隣商業地域以外の地域 商業・近隣商業 

20 戸未満 戸数の 1/2(50%) 戸数の 1/4(25%) 

20 以上 100 戸未満 

戸数の 3/5(60%) 戸数の 3/10(30%) 100 以上 300 戸未満 

300 戸以上 

    ※建物用途が「サービス付き高齢者向け住宅」の場合、建築基準法による用途が「共同住宅」や「寄

宿舎」と扱われるものであっても、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」による福祉サービス

の提供がある施設は上記基準を適用しないものとします。 

 

b.来客用駐車施設の整備基準の見直し 

   現在、共同住宅等の来客用駐車施設の設置については、「大和市建築物における駐車施設の附置等

に関する条例（以下、「附置条例」）」において規定していますが、対象が駅周辺に限られるため、附

置条例における届出対象用途から共同住宅等（共同住宅、長屋、寄宿舎及び下宿）を外し（「大和市

建築物における駐車施設の附置等に関する条例施行規則」の改正を行います。）、全市域を対象とし

ている開発条例において、50 戸以上の共同住宅等を新築する場合等に来客用駐車施設の設置規定を

設けます。整備基準としては計画戸数の 50 分の１とします。 
 

 

c. 宅配・福祉等サービス用駐車スペースの規定を新設 

今後増加が見込まれる宅配車輌や福祉サービス車輌等に対応するため、計画戸数 50 戸以上の共同

住宅等を新築する場合には、１台以上のサービス用駐車スペースを道路（敷地内にサービス車輌が

通行できる通路がある場合については当該通路）に面した位置に設けることを規定します。 

 

 

 

 

（３）現行の手続きに関する改正 

①変更に関する手続きの見直しを行います。 

当初の計画から軽微な内容の変更が生じた場合、現行の開発条例では変更承認の手続としていまし

たが、改正後は整備基準の審査を改めて必要とするものは変更承認とし、それ以外は軽微な変更届出

を提出すれば足りるものとします。 

 ②中間検査の規定を新たに設けます。 

工区分けを設定する計画など、検査を複数回実施する必要がある計画が近年増えていることから、

完了検査以外にも検査が必要である場合には中間検査を実施する規定を設け、その時点で整備基準に

適合している旨の中間検査済証の交付を行います。 

 

 

２．施行年月日 

   平成３０年７月１日 

  

【経過措置】 

① 大規模土地取引の届出は、契約予定日が平成 31 年 1 月 31 日までのものは届出対象外とします。 

② 大規模土地利用構想の届出は、平成 30 年 10 月 31 日までに事前届が提出された開発事業について

は対象外とします。 

③ 改正条例の適用は平成 30 年 7 月 1 日以降に事前届が提出された開発事業とします。 

 

 

 


